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モンゴルのウラン鉱床と開発の現状

はじめに
モンゴルは、アジア北東部に位置し、ロシアと中国の間に挟まれた位置にあり、広大な国土（日本の 4 倍）を持

つ国である。1989 年以降民主化運動が進展し、1992 年新憲法採択、1993 年直接選挙による大統領選挙が実施され、
2005 年以降エンクバヤル政権が続いてる。経済は 2000 年以降、鉱業、畜産業に支えられ、比較的順調に推移している。
鉱物資源の輸出は輸出金額の 84％を占め同国の重要産業となっている。政府は、2006 年に鉱業法の改正を行い、
外資導入を促進しようとしているが、同時に、鉱物資源価格高騰を受け、超過利得税（Windfall Tax）の導入も決
定している。主要非鉄金属プロジェクトとして、Erdenet（エルデネット）鉱山の銅・モリブデンの生産があるが、
2006 年には中国主導で Tumurtiin Ovoo（ツムルティン・オボ）亜鉛鉱山の開発が行われた。さらに、世界最大規
模の Oyu Tolgoi（オユ・トルゴイ）銅鉱山の開発（Ivanhoe Mines 社－Rio Tinto の JV）が進められている。

モンゴルのウラン探査は第二次世界大戦後、旧ソ連とモンゴルの共同調査として開始され、1966 年以降の組織
的な探査により、約 100 か所の鉱徴地、1,500 の異常値の存在が確認されている。ドルノド（Dornod）鉱床（モン
ゴル東部地域）の一部が 1989 年より露天掘りで採掘が開始されたが、同鉱山は 1998 年にウラン市場の動向や権益
を保有している会社の財務状況等からその後の開発計画を断念した。

モンゴルのウラン資源に関しては、これまでの調査で十分なポテンシャルがあることは確認されているが、既存
調査では完全に調査されている地域は少なく、ウラン鉱床として登録されているのは 6 か所だけであり、今後は鉱
徴が確認されている地域を重点的に調査することが重要である。現在、ロシア、カナダ、フランスがモンゴル国内
で探査を行っているほか、カザフスタン、米国、ドイツなども共同探査を提案している。モンゴル政府はウラン鉱
業に対し、政府の関与を強める方針で、産業通商省内にウラン政策 WG を設置し、ウランの政策・法律について
検討を行っている。

本稿では、2007 年度実施した「ウラン投資環境調査モンゴル」（2008 年 3 月発行）をベースにモンゴルのウラン
鉱床とその開発の現状について紹介する。

�T�0�y	_�Ì北京事務所　所長
tsuchiya@jogmec.cn

1. モンゴルのウラン探査の歴史
モンゴル国内のウラン探査は第二次世界大戦後、他

の鉱物探査と同様に旧ソ連の地質調査機関の協力で開
始された。モンゴルのウラン探査は、三つの段階に大
きく分けることができる。

最初の段階は 1945 年から 1969 年までである。この
段階のウラン探査は主に一般的調査であり、旧ソ連の
地質省管轄の東部地質探検隊によって実施された。こ
の期間中にモンゴル国内の数か所において空間復元図
による自然放射状態の測量が行われた。これらの調査
の結果、大規模なウラン鉱床が見つからなかったが、
ウラン鉱徴地が数多く発見された。これらは堆積作用
又は熱水作用によって形成されていることが今までの
調査で明らかになっている。堆積作用からなるウラン
鉱徴地は東モンゴルにある石炭鉱山で多数発見されて
いる。

第二段階は、1971 年から 1991 年までである。この
段階では、モンゴル人民共和国と旧ソ連の政府間で
締結された協力協定を基に、共同探査隊が特別に組
織され、いくつかの地質グループを形成し、ウラン
探査を実施した。この期間中にモンゴル全土の 27%

（420,000km2）を占めるエリアの縮尺 1:25,000-1:50,000、
28%（450,000km2）のエリアの縮尺 1:200,000、モンゴ
ルアルタイ、ハンガイ山脈、ゴビを含んだ地域（224,000 
km2）の縮尺 1:1,000,000 の空間γスペクトロメーター
地図がそれぞれ作成された。モンゴルと中国の国境を
沿った地域とモンゴル中央部の高地などのモンゴル全
土の約 3 割がこの調査からはずれた。　　

第三段階は、1991 年から現在に至るまでである。
モンゴルが市場経済に移行したことでウランの調査は
一時止まったが、1993 年よりモンゴルで以前に行わ
れたウラン研究・調査の情報や報告書などを収集する
作業を実施した。具体的には、以前に確認されたウラ
ンの砂岩タイプの鉱山に関する総合調査を取りまとめ
た。さらに、ウラン公社はウランバートル市、その他
人口が集中したモンゴルの大都市、石炭鉱山、放射度
の高い地域等を対象に様々な調査を実施している。

また、この時期にモンゴルが民主化と市場経済に移
行したことにより、ウランや放射性物質の調査に関す
る国際交流が活発化した。国際原子力機関などの国際
機関がモンゴルにアドバイスや支援を積極的に行うよ
うになった。


